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また、アルコールを適量摂取することで、善玉コレステロール（HDL, High Density 
Lipoprotein=高密度リポ蛋白）の濃度を上昇させる効果があることが知られている。動



















































                                         
2 オーストラリアその他の諸国ではシラーズ（Shiraz）と呼ばれることが多い 
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などがある。また、フランスの VDN（Vin doux naturel）、VDL（Vin de liqueur）3な
ども、この分類に入る。 
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表 9 ワインの一般的熟成年数目安 
 
（出所：日本ソムリエ協会教本を参考に筆者作成） 































































日本のワイン市場は、1964 年の東京オリンピックの時期から始まるこの 50 年間、日
本経済の進展とともに、食生活の多様化と向上に歩調を合わせるように、何度かのワ
インブームを経て急速に拡大してきた。2015 年までの国内ワイン消費数量推移を表 10





約４本であった。これは、10 年前の約 1.6 倍であり、他の酒類と比較すると数量は少
ないものの、大幅に伸長している。全酒類の消費量について、2005 年と 2015 年のデー









                                         
5 The International Wine and Spirit Research の略称。イギリスのアルコール飲料調査会社である。 
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2005 91,233 146,974 238,207 105.6% 38.3% 61.7% 1.89
2006 79,340 149,305 228,645 96.0% 34.7% 65.3% 1.81
2007 78,039 151,488 229,527 100.4% 34.0% 66.0% 1.82
2008 78,500 148,379 226,879 98.8% 34.6% 65.4% 1.80
2009 78,758 161,358 240,116 105.8% 32.8% 67.2% 1.90
2010 84,254 178,221 262,475 109.3% 32.1% 67.9% 2.09
2011 93,273 196,396 289,669 110.4% 32.2% 67.8% 2.31
2012 92,065 228,720 320,785 110.7% 28.7% 71.3% 2.57
2013 98,057 234,341 332,398 103.6% 29.5% 70.5% 2.66
2014 105,902 244,768 350,670 105.5% 30.2% 69.8% 2.81
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表 12 主要ワイン消費国人口一人当たりのワイン消費数量 
 



















2006 年からのワイン課税数量（出荷数量）推移を表 13 に示す。2016 年はやや減少し
たものの、酒類の中では順調に拡大しており、特に輸入ワインは約 70%の構成比を占
め、10 年前と比較して 1.6 倍の数量となっている。EPA によるチリワインの輸入拡大
6が大きな要因となり、2016 年の国別輸入量は、2015 年に続きフランスを上回った。今
後は日欧 EPA7の発行によりフランスワインの輸入量拡大も見込まれる。スティルワイ
ンの輸入量推移を表 14 に、2016 年の国別輸入数量を表 15 に示す。 
 
表 13 ワイン課税数量（出荷数量）推移 
 
（出所：メルシャン株式会社 ワイン参考資料より筆者作成） 
                                         
6 EPA とは、Economic Partnership Agreement （経済連携協定）のことであり、各国と締結している
EPA の発効により、チリ産ワインについては段階的に関税が引き下げられ、2019 年４月１日より関税
が撤廃された。 
7 また、日欧 EPA が 2019 年２月１日より発効となり、欧州産ワインの関税も撤廃された。 
Kl 	 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2006 83,474 90.0% 157,192 99.4% 240,666 34.7% 65.3%
2007 79,681 95.5% 154,835 98.5% 234,516 97.4% 34.0% 66.0%
2008 83,432 104.7% 157,945 102.0% 241,377 102.9% 34.6% 65.4%
2009 82,533 98.9% 169,186 107.1% 251,719 104.3% 32.8% 67.2%
2010 85,731 103.9% 181,173 107.1% 266,904 106.0% 32.1% 67.9%
2011 93,769 109.4% 197,143 108.8% 290,912 109.0% 32.2% 67.8%
2012 99,279 105.9% 243,999 123.8% 343,278 118.0% 28.9% 71.1%
2013 104,448 105.2% 249,879 102.4% 354,327 103.2% 29.5% 70.5%
2014 112,261 107.5% 259,031 103.7% 371,292 104.8% 30.2% 69.8%
2015 112,842 100.5% 266,354 102.8% 379,196 102.1% 29.8% 70.2%
2016 112,112 99.4% 252,532 94.8% 364,644 96.2% 30.7% 69.3%
10	 - 134.3% - 160.7% - 151.5% - -
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る。業界別の離職率推移につき、上位の業界を抜粋したものを表 16 に示す。 
 







表 17 新規大卒就職者の３年以内の離職率推移 
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第３項 EE 論台頭の背景 
EE の概念は、アメリカにおいて 1990 年代以降顕著になった高業績作業システム
（High Performance Work System：以下 HPWS）の導入と並んで、高業績を追求する
一つの手段として注目されるようになった。HPWS とは、慎重な採用、ジョブ・ロー
テーション、業績・貢献度などと連動した変動給／奨励給、教育・訓練機会の拡充とい

















第２節 EE に期待される従業員や企業組織への影響・効果 
第１項 従業員への影響・効果 
前節で述べた通り、職務満足、組織コミットメント、職務関与といった既存の概念









Podsakoff et al.（2000）にあるように、OCB は売上高、生産高、製品品質、作業効率、
顧客満足、コスト低減といった観点から、組織業績に貢献することが見出されている。













                                         
8 例えば、Saks（2006）, p. 607. ; Robinson et al.（2004）, p. 30. ; Brown（1996）, p. 235. 
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9 その他、クオリティ向上については、Wellins et al.（2005）, p. 5. 
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Vance が挙げている、各種調査に共通して見出される 10 項目を紹介している。表 18
にエンゲージメント測定についての 10 項目を示す。 
 
表 18 Vance の掲げる EE 測定における各種調査の共通項目 
 

























れば、この HPWS の導入が EE の前提条件となることは、EE を扱う論者の中で概ねコ
ンセンサスが得られている10。 









ワーク・ライフ・バランス（Work Life Balance：以下 WLB）の推進の７つについて確
認する。 
  
                                         








































































７ WLB の推進 
橋場（2013）は、EE に不可欠な従業員の気力（energy）を回復するという意味から
も、仕事と生活のバランスを保つ WLB の推進は不可欠であるとする。Macey et al.（2009）
や Cartwright and Holmes（2006）は、労働の長時間化や場所を問わず業務遂行を可能
とする IT の発達が個人や家庭生活を浸食している昨今、この WLB の推進が重要性を















仮説１：EE 実現に直接影響を与える HPWS 構築の要素は次の７つである。 
ⅰ）仕事の役割、ⅱ）教育・研修、ⅲ）人事評価、ⅳ）適正な報酬、ⅴ）報奨制度、
ⅵ）キャリア開発、ⅶ）働き方 
仮説２：EE 実現に直接影響を与える組織的サポートの要素は次の４つである。   
ⅰ）上司サポート、ⅱ）資源の提供、ⅲ）協力体制構築、ⅳ）組織文化 
 
図 2 仮説モデル図 
 




















































































他）、年齢（１：20〜24 歳、２：25〜29 歳、３：30〜34 歳、４：35〜39 歳、５：40〜
44 歳、６：45〜49 歳、７：50〜54 歳、８：55〜59 歳、９：60〜64 歳、10：65 歳以上）、
勤続年数（１：１年未満、２：１年以上３年未満、３：３年以上５年未満、４：５年以





７：ワイン資格保有せず）の回答を求めた。回答者の属性は表 20 の通りである。 
  
                                         
11 一般社団法人 日本ソムリエ協会（Japan Sommelier Association）の略称。 
12 ロンドンに本部を置くワイン教育機関「Wine & Spirit Education Trust」の略称。 
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表 20 アンケート回答者の属性 
 






20 24 10 6.0%
25 29 31 18.5%
30 34 36 21.4%
35 39 39 23.2%
40 44 30 17.9%
45 49 18 10.7%
50 54 4 2.4%
55 59 0 0.0%
60 64 0 0.0%






J 10 36 21.4%
10 J 15 31 18.5%
15 J 20 7 4.2%














WSET LEVEL 7 3.6%










































Q2 J 3.98 0.82
Q37 3.97 0.84















Q33 O 3.61 1.12
Q28 3.60 0.92












Q6 T 3.23 1.05
Q18 J 3.23 1.08











Q42 O 2.95 1.13
Q24 2.93 0.94








表 19 の質問項目（Q1〜53）を用い、国内ワイン専門商社における EE 実現のための要
因抽出を目的とした主因子法による因子分析を行い、プロマックス回転後の７因子を


















































表 22 アンケート調査全体分析おける因子分析結果 
 
（出所：アンケート調査結果に基づき筆者作成）  
 %?= ac	 zLx EE  ~W*} XJn-
Q33 Fh m 0.954 0.007 0.048 -0.076 -0.018 0.042 -0.125
Q35 @( m 0.921 0.075 0.066 -0.060 -0.119 0.070 -0.139
Q32 ]:q 0.842 -0.014 -0.004 0.026 -0.009 -0.123 0.091
Q39 i!?= 0.754 0.005 -0.114 0.024 -0.014 0.240 0.015
Q34 r;> 0.744 0.040 0.050 0.066 -0.058 -0.031 -0.066
Q38 ['?= 0.732 -0.087 -0.075 0.000 0.030 0.289 -0.046
Q36 5lkC 0.641 -0.111 0.078 0.036 0.119 0.000 0.053
Q37 _I 0.627 -0.048 -0.060 0.062 0.112 -0.153 0.181
Q41 4*
 0.105 0.985 0.008 0.045 -0.016 -0.253 -0.103
Q42 4*vw 0.026 0.883 0.030 0.048 0.086 -0.181 -0.131
Q43 9A 0.008 0.739 0.047 0.187 -0.016 -0.011 -0.129
Q45 {t# -0.187 0.709 0.057 -0.136 -0.040 0.228 0.044
Q44 {# -0.167 0.652 -0.095 0.062 0.017 0.275 0.095
Q47 8t# -0.003 0.514 0.058 -0.072 -0.121 0.268 0.208
Q48 4*G 0.113 0.469 -0.135 -0.294 0.013 0.244 0.266
Q46 8# 0.138 0.424 -0.266 0.112 -0.044 0.227 0.143
Q15 bl& -0.020 0.000 0.870 0.034 0.050 0.065 -0.025
Q16 bNu -0.130 0.107 0.838 0.042 0.054 -0.040 0.029
Q13 sPb -0.021 -0.172 0.788 -0.054 0.015 0.157 0.137
Q14 bCZ 0.079 -0.069 0.658 -0.013 -0.051 0.213 0.018
Q12 o`1 0.335 0.135 0.477 -0.070 -0.033 0.027 0.027
Q11 o0 0.312 0.118 0.468 0.046 -0.150 -0.048 0.137
Q50 ;6 -0.076 0.082 0.036 0.887 0.032 -0.020 0.043
Q49 Q26 0.034 0.013 -0.058 0.779 0.054 -0.052 -0.014
Q51 Q2V. -0.145 0.029 -0.008 0.649 -0.183 0.484 -0.024
Q52 ;V. -0.041 -0.028 0.034 0.599 -0.096 0.497 -0.042
Q53 [p3 0.254 0.002 0.064 0.597 -0.005 -0.029 0.005
Q2 SB 0.201 -0.062 -0.034 0.504 0.081 -0.102 0.232
Q27 H" -0.038 0.058 -0.005 -0.144 0.885 0.018 -0.027
Q30 R)j 0.034 -0.014 0.003 -0.126 0.820 0.226 -0.067
Q28 OfM 0.071 0.170 -0.052 0.154 0.533 -0.176 0.089
Q26 T:q -0.062 -0.288 0.005 0.127 0.519 0.018 0.117
Q31 \$Nu -0.062 0.068 0.218 0.108 0.498 0.183 -0.125
Q40 'Z -0.068 0.246 0.139 0.137 0.405 0.071 0.034
Q29 /+E 0.190 -0.015 -0.232 0.157 0.353 0.207 0.059
Q21 Y*, -0.010 0.035 0.170 -0.044 0.070 0.620 -0.157
Q23 U!ez 0.053 0.185 -0.063 0.045 0.105 0.587 -0.042
Q20 y^d7 0.167 -0.093 0.073 -0.077 0.145 0.563 0.038
Q24 |ez -0.002 0.188 0.162 -0.009 0.022 0.552 0.066
Q19 5K< 0.067 -0.115 0.111 0.239 0.007 0.490 -0.124
Q9 D&g 0.019 -0.053 0.086 -0.014 0.052 -0.122 0.846
Q10 XJ`1 -0.048 0.072 0.152 -0.038 -0.022 -0.086 0.802
Q8 XJ&g -0.043 -0.053 -0.025 0.151 -0.019 -0.023 0.748
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前述した因子分析によって得られた、EE 実現のための前提条件と支援体制に係る因
子間相関を表 23 に示す。７つの下位尺度は互いに優位な正の相関を示した。 
 




	   EE 
  
	  .342** .417** .491** .381** .446** .434**
  .383** .389** .422** .552** .344**
  .400** .323** .500** .352**
EE  .495** .506** .392**





第３項 管理職・非管理職間の t 検定 
管理職と非管理職の差の検討を行うために、EE 実現のための前提条件と支援体制に







表 24 全体分析における各質問項目の差の検定 
 
（出所：アンケート調査結果に基づき筆者作成）                   
a. _Pd b. _Pd b-a t  P
Q27 G 3.00 3.63 0.63 -3.737 0.000*
Q30 Qj 3.06 3.65 0.59 -3.559 0.001*
Q23 Te{ 2.83 3.20 0.37 -2.696 0.008*
Q22 e{)@ 3.02 3.35 0.33 -2.534 0.012*
Q33 Dhm 3.39 3.82 0.43 -2.539 0.012*
Q42 - vx 2.74 3.15 0.41 -2.392 0.018*
Q35 <m 3.41 3.77 0.36 -2.210 0.028*
Q21 W # 2.86 3.16 0.30 -2.111 0.036*
Q5 %uJ	 3.00 3.32 0.32 -1.900 0.059
Q31 [Mt 2.99 3.27 0.28 -1.822 0.070
Q16 aMt 3.03 2.73 -0.30 1.804 0.073
Q41 -  2.52 2.84 0.32 -1.746 0.083
Q44 |
 3.05 3.32 0.27 -1.672 0.096
Q40 Y 2.68 2.95 0.27 -1.660 0.099
Q24 }e{ 2.81 3.03 0.22 -1.534 0.127
Q13 rOa 3.25 3.03 -0.22 1.390 0.166
Q18 ~!lw 3.11 3.34 0.23 -1.376 0.171
Q20 z]c0 3.17 3.36 0.19 -1.302 0.195
Q52 6U% 3.49 3.66 0.17 -1.286 0.200
Q46 3
 3.46 3.64 0.18 -1.224 0.223
Q34 q6: 3.44 3.63 0.19 -1.171 0.243
Q29 &"C 3.71 3.86 0.15 -1.147 0.253
Q6 Gb* 3.14 3.32 0.18 -1.115 0.266
Q28 NfL 3.51 3.67 0.16 -1.116 0.266
Q38 Z;9 3.71 3.89 0.18 -1.102 0.272
Q10 VI`* 3.64 3.51 -0.13 0.964 0.336
Q48 - E 3.17 3.31 0.14 -0.935 0.351
Q2 R? 4.04 3.92 -0.12 0.925 0.356
Q51 P+U% 3.59 3.72 0.13 -0.921 0.359
Q39 i;9 3.55 3.69 0.14 -0.889 0.375
Q43 4> 2.74 2.89 0.15 -0.873 0.384
Q3 )72 3.88 3.76 -0.12 0.835 0.405
Q8 VIg 3.76 3.84 0.08 -0.712 0.477
Q37 ^H 3.93 4.01 0.08 -0.667 0.506
Q4 =XJ	 3.40 3.50 0.10 -0.657 0.512
Q14 aAY 3.21 3.11 -0.10 0.651 0.516
Q12 n`* 3.10 3.19 0.09 -0.605 0.546
Q7 G!b* 2.88 2.95 0.07 -0.483 0.630
Q47 3s
 3.14 3.07 -0.07 0.477 0.634
Q45 |s
 2.85 2.92 0.07 -0.458 0.648
Q11 n( 3.44 3.38 -0.06 0.443 0.658
Q9 Bg 3.59 3.64 0.05 -0.412 0.681
Q26 S5p 3.91 3.97 0.06 -0.380 0.704
Q1 )AY 3.78 3.73 -0.05 0.353 0.725
Q17 1J	 3.75 3.80 0.05 -0.321 0.748
Q15 al 3.15 3.10 -0.05 0.307 0.759
Q36 .lkA 3.65 3.69 0.04 -0.297 0.767
Q19 .K8 3.69 3.66 -0.03 0.194 0.846
Q32 \5p 3.81 3.83 0.02 -0.118 0.906
Q53 	Zo, 3.97 3.97 0.00 0.068 0.946
Q50 6/ 3.96 3.97 0.01 -0.028 0.977
Q25 @yJ	 3.40 3.40 0.00 0.017 0.986





































 	  	  	  	  	  	  	  	  	  	
Q33  6 7.5% 10 12.5% 22 27.5% 31 38.8% 11 13.8% 5 5.7% 6 6.8% 13 14.8% 40 45.5% 24 27.3%
Q35 
 4 5.0% 11 13.8% 23 28.8% 32 40.0% 10 12.5% 5 5.7% 5 5.7% 17 19.3% 39 44.3% 22 25.0%
Q42  12 15.0% 21 26.3% 23 28.8% 24 30.0% 0 0.0% 10 11.4% 17 19.3% 17 19.3% 38 43.2% 6 6.8%
Q21 " 5 6.3% 24 30.0% 29 36.3% 21 26.3% 1 1.3% 4 4.5% 11 12.5% 46 52.3% 21 23.9% 6 6.8%
Q22 ! 1 1.3% 20 25.0% 35 43.8% 24 30.0% 0 0.0% 2 2.3% 11 12.5% 36 40.9% 32 36.4% 7 8.0%
Q27  10 12.5% 16 20.0% 25 31.3% 22 27.5% 7 8.8% 3 3.4% 10 11.4% 19 21.6% 41 46.6% 15 17.0%
Q30  11 13.8% 15 18.8% 19 23.8% 28 35.0% 7 8.8% 2 2.3% 6 6.8% 25 28.4% 43 48.9% 12 13.6%
Q23 ! 5 6.3% 20 25.0% 39 48.8% 16 20.0% 0 0.0% 6 6.8% 11 12.5% 36 40.9% 29 33.0% 6 6.8%
[1] [2] [3] [4] [5]
#

















R R2  
 R2  	
.602a 0.36 0.34 0.67
t 
B )
0.29 0.37 0.79 0.43
() 0.02 0.08 0.02 0.23 0.82
0.16 0.08 0.15 2.02 0.05*
EE 0.31 0.10 0.24 3.07 0.00*
0.07 0.09 0.06 0.75 0.45
0.15 0.10 0.14 1.55 0.12
0.25 0.09 0.21 2.87 0.01*
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第２因子である「組織サポート」を従属変数とした重回帰分析の結果を表 27 に示す。










R R2  
 R2  	
.599a 0.36 0.34 0.65
( t )
B
0.21 0.36 0.59 0.56
0.02 0.08 0.02 0.23 0.82
0.09 0.08 0.09 1.18 0.24
EE 0.06 0.10 0.05 0.55 0.59
0.16 0.09 0.15 1.87 0.06
0.41 0.09 0.37 4.46 0.00*















R R2  
 R2  	
.570a 0.33 0.30 0.67
t 
B )
0.32 0.37 0.86 0.39
0.16 0.08 0.16 2.02 0.05*
() 0.10 0.08 0.10 1.18 0.24
EE 0.12 0.11 0.10 1.17 0.24
-0.01 0.09 -0.01 -0.14 0.89
0.32 0.10 0.29 3.33 0.00*
0.13 0.09 0.11 1.48 0.14
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第４因子である「EE」を従属変数とした重回帰分析の結果を表 29 に示す。モデルの












R R2  
 R2  	
.641a 0.41 0.39 0.50
t 
B )
1.33 0.26 5.20 0.00
0.18 0.06 0.23 3.07 0.00*
() 0.03 0.06 0.04 0.55 0.59
0.07 0.06 0.09 1.17 0.24
0.21 0.07 0.24 3.23 0.00*
0.17 0.07 0.19 2.32 0.02*
0.09 0.07 0.09 1.29 0.20
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第５因子である「働きやすさ」を従属変数とした重回帰分析の結果を表 30 に示す。











R R2  
 R2  	
.599a 0.36 0.34 0.58
t (
B
0.58 0.32 1.80 0.07
0.05 0.07 0.06 0.75 0.45
0.13 0.07 0.15 1.87 0.06
) -0.01 0.07 -0.01 -0.14 0.89
EE 0.29 0.09 0.26 3.23 0.00*
0.20 0.09 0.20 2.36 0.02*
0.14 0.08 0.14 1.85 0.07
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第６因子である「非金銭的報酬」を従属変数とした重回帰分析の結果を表 31 に示す。













R R2  
 R2  	
.697a 0.49 0.47 0.53
t 
B )
0.09 0.29 0.30 0.77
0.10 0.06 0.11 1.55 0.12
() 0.27 0.06 0.30 4.46 0.00*
0.20 0.06 0.22 3.33 0.00*
EE 0.19 0.08 0.17 2.32 0.02*
0.17 0.07 0.16 2.36 0.02*
0.00 0.07 0.00 -0.02 0.98
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第７因子である「目標設定」を従属変数とした重回帰分析の結果を表 32 に示す。モ










R R2  
 R2  	
.532a 0.28 0.26 0.59
t 
B )
1.39 0.31 4.54 0.00
0.19 0.07 0.23 2.87 0.01*
() 0.10 0.07 0.11 1.36 0.18
0.10 0.07 0.12 1.48 0.14
EE 0.12 0.09 0.11 1.29 0.20
0.15 0.08 0.15 1.85 0.07





































Q2 J 4.04 0.80






















Q35 O 3.41 1.04
Q4 3.40 0.99
Q25 3.40 0.79






Q6 T 3.14 1.05
Q47 3.14 0.85














Q42 O 2.74 1.05





表 19 の質問項目（Q1〜53）を用い、国内ワイン専門商社における EE 実現のための要
因抽出を目的とした主因子法による因子分析を行い、プロマックス回転後の７因子を














































&DB T ik  EE _Qw/ ;R@
Q33 Mq!v 0.940 0.007 -0.048 -0.063 -0.049 -0.093 0.049
Q35 E)!v 0.932 0.071 -0.013 -0.141 -0.024 -0.193 0.070
Q39 r"DB 0.793 -0.176 0.193 0.017 0.160 0.100 -0.124
Q34 {?C 0.793 -0.075 -0.064 -0.062 -0.015 -0.084 0.156
Q32 e>z 0.752 -0.030 -0.042 0.037 -0.168 0.313 -0.063
Q38 c(DB 0.626 -0.019 -0.090 0.147 0.274 0.014 -0.175
Q36 8utJ 0.600 0.057 -0.057 0.147 -0.056 0.113 -0.118
Q37 gP 0.574 -0.021 -0.112 0.134 -0.146 0.273 -0.024
Q12 xh4 0.514 0.423 -0.019 0.055 -0.080 -0.057 0.114
Q53 cy6 0.392 -0.055 -0.073 -0.137 0.324 0.229 0.350
Q16 jV~ -0.053 0.835 -0.042 -0.013 -0.015 0.081 0.137
Q15 ju' -0.086 0.812 -0.107 0.019 0.119 0.042 0.132
Q13 |Xj -0.020 0.800 0.044 0.001 -0.120 0.148 0.196
Q14 jJb 0.008 0.748 0.033 -0.125 -0.043 0.119 0.000
Q20 fm: 0.047 0.554 0.044 0.119 -0.085 0.155 -0.025
Q21 `+. -0.109 0.507 0.059 0.039 0.228 -0.113 -0.074
Q24 n 0.118 0.428 0.240 0.099 0.416 -0.185 -0.237
Q11 x2 0.373 0.379 -0.025 -0.060 0.010 0.108 0.141
Q25 IR 0.226 0.363 0.029 -0.018 0.118 -0.073 0.170
Q45 }$ -0.216 0.211 0.767 -0.005 -0.079 0.004 -0.018
Q44 $ -0.228 0.068 0.763 -0.011 0.061 0.211 0.038
Q48 7+N 0.203 0.020 0.687 0.014 -0.305 0.197 -0.207
Q41 7+	 0.081 -0.323 0.678 0.003 -0.076 -0.144 0.489
Q47 <}$ 0.109 0.169 0.662 -0.075 -0.073 0.180 0.032
Q43 =G -0.125 -0.130 0.650 -0.024 0.150 0.083 0.259
Q42 7+ -0.115 -0.123 0.614 0.077 0.018 -0.031 0.327
Q46 <$ 0.203 -0.043 0.525 -0.092 -0.052 0.309 0.021
Q23 ]"n 0.172 0.191 0.383 0.026 0.349 -0.251 -0.065
Q27 O# -0.018 -0.005 -0.015 0.884 -0.145 -0.055 -0.015
Q30 Z*s 0.059 0.064 -0.017 0.838 0.010 -0.019 -0.051
Q29 1-L 0.050 -0.214 -0.081 0.648 0.181 0.067 -0.033
Q28  WoU -0.088 -0.189 0.149 0.625 -0.085 0.216 0.135
Q31 d%V~ 0.073 0.104 0.060 0.526 0.253 -0.138 0.055
Q26 \>z -0.017 0.236 -0.241 0.523 -0.233 0.111 0.114
Q40 (b -0.058 0.063 0.214 0.496 0.086 0.003 0.229
Q51 Y5^0 -0.008 0.027 -0.014 -0.083 0.945 0.006 -0.074
Q52 ?^0 0.027 0.043 -0.021 -0.010 0.895 0.037 -0.119
Q50 ?9 -0.143 0.043 -0.177 0.056 0.669 0.301 0.230
Q49 Y59 -0.026 -0.112 -0.124 0.069 0.512 0.394 0.154
Q19 8SA -0.173 0.391 -0.008 -0.123 0.392 0.152 0.168
Q10 _Qh4 -0.032 0.207 0.207 -0.044 -0.113 0.787 -0.134
Q8 _Q'p -0.051 0.026 0.154 -0.024 0.283 0.753 -0.312
Q9 K'p -0.014 0.164 -0.001 0.194 -0.085 0.646 -0.028
Q1 3Jb 0.169 -0.074 0.160 -0.028 0.167 0.588 -0.079
Q2 [H 0.276 -0.011 -0.021 0.000 0.140 0.541 0.185
Q6 Ol4 0.125 0.162 0.113 0.112 -0.008 -0.220 0.644
Q4 FaR -0.142 0.150 0.120 0.007 -0.109 0.039 0.616
Q5 0R -0.001 0.058 0.080 0.059 0.033 -0.095 0.565
Q7 O,l4 0.105 0.154 0.117 0.037 -0.085 -0.226 0.560
Q18 ,u 0.000 0.427 -0.040 -0.165 -0.016 -0.033 0.429
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前述した因子分析によって得られた、EE 実現のための前提条件と支援体制に係る因
子間相関を表 35 に示す。７つの下位尺度は互いに優位な正の相関を示した。 
 




	    EE  

	  .449** .194 .286* .381** .532** .242*
  .397** .338** .503** .315** .493**
  .315** .327** .276* .374**
  .321** .365** .249*





第３項 上位管理職・下位管理職間の t 検定 
管理職のうち、課長レベル以上の上位管理職と係長レベルの下位管理職との間におけ
る差の検討を行うために、EE 実現のための前提条件と支援体制に関する質問項目につ










表 36 属性別分析（管理職）における各質問項目の差の検定 
 
（出所：アンケート調査結果に基づき筆者作成）                
- 2 . 3 - .
78 4.31 3.67 0.64 4.068 0.000*
4.03 3.40 0.63 3.533 0.001*
75 4.34 3.83 0.51 2.916 0.005*
4.19 3.67 0.52 2.864 0.005*
3.84 3.29 0.55 2.668 0.009*
4.28 3.77 0.51 2.573 0.012*
3.87 3.33 0.54 2.539 0.013*
4.03 3.50 0.53 2.476 0.015*
7 4.09 3.62 0.47 2.469 0.016*
3.75 3.23 0.52 2.335 0.022*
3.72 3.17 0.55 2.238 0.028*
6 2.97 2.48 0.49 2.188 0.032*
3.44 3.00 0.44 2.152 0.034*
a 4.31 4.02 0.29 2.000 0.049*
3.59 3.27 0.32 1.987 0.050*
a 4.19 3.81 0.38 1.971 0.052
P 3.69 3.23 0.46 1.966 0.053
4.00 3.63 0.37 1.925 0.058
3.97 3.60 0.37 1.785 0.078
3.34 2.94 0.40 1.780 0.079
3.91 3.58 0.33 1.760 0.082
3.66 3.29 0.37 1.722 0.089
t 3.75 3.48 0.27 1.701 0.093
9 3.25 2.83 0.42 1.591 0.116
3.91 3.67 0.24 1.562 0.122
3.78 3.54 0.24 1.477 0.144
3.62 3.35 0.27 1.371 0.174
9 4.06 3.81 0.25 1.327 0.189
b 3.34 3.06 0.28 1.320 0.191
3.16 2.94 0.22 1.234 0.221
2.56 2.85 -0.29 -1.218 0.227
3.16 2.87 0.29 1.206 0.232
7 Q 3.25 2.94 0.31 1.139 0.258
4 3.19 2.92 0.27 1.127 0.263
3.25 3.06 0.19 0.963 0.339
4 3.37 3.17 0.20 0.900 0.371
3.28 3.48 -0.20 -0.876 0.384
1 2.41 2.60 -0.19 -0.793 0.430
2.63 2.81 -0.18 -0.761 0.449
3.69 3.52 0.17 0.736 0.464
4 3.25 3.08 0.17 0.714 0.478
3.22 3.04 0.18 0.674 0.502
2.97 2.81 0.16 0.644 0.522
2.78 2.92 -0.14 -0.640 0.524
2.91 3.06 -0.15 -0.612 0.542
6 2.88 2.77 0.11 0.529 0.598
4 3.28 3.17 0.11 0.505 0.615
2.91 2.81 0.10 0.446 0.656
3.53 3.46 0.07 0.348 0.729
3.19 3.10 0.09 0.345 0.731
3.09 3.02 0.07 0.301 0.764
2.84 2.81 0.03 0.165 0.869
3.69 3.69 0.00 0.000 1.000
Q 0
 82 
t 検定において、有意差が認められた 15 項目における、上位管理職・下位管理職別の



































































                   
Q37 .% 0 0.0% 0 0.0% 1 3.1% 20 62.5% 11 34.4% 2 4.2% 0 0.0% 17 35.4% 22 45.8% 7 14.6%
Q36 54" 0 0.0% 0 0.0% 6 18.8% 19 59.4% 7 21.9% 3 6.3% 3 6.3% 18 37.5% 20 41.7% 4 8.3%
Q2 * 0 0.0% 0 0.0% 2 6.3% 17 53.1% 13 40.6% 0 0.0% 5 10.4% 7 14.6% 27 56.3% 9 18.8%
Q3  0 0.0% 0 0.0% 6 18.8% 14 43.8% 12 37.5% 1 2.1% 2 4.2% 15 31.3% 24 50.0% 6 12.5%
Q28 (1' 0 0.0% 4 12.5% 3 9.4% 19 59.4% 6 18.8% 3 6.3% 4 8.3% 19 39.6% 20 41.7% 2 4.2%
Q53 ,7 0 0.0% 1 3.1% 2 6.3% 16 50.0% 13 40.6% 0 0.0% 5 10.4% 13 27.1% 18 37.5% 12 25.0%
Q39 3 1 3.1% 0 0.0% 8 25.0% 16 50.0% 7 21.9% 3 6.3% 5 10.4% 16 33.3% 21 43.8% 13 27.1%
Q38 , 0 0.0% 1 3.1% 8 25.0% 12 37.5% 11 34.4% 2 4.2% 5 10.4% 14 29.2% 21 43.8% 6 12.5%
Q32 -8 0 0.0% 0 0.0% 6 18.8% 17 53.1% 9 28.1% 1 2.1% 5 10.4% 11 22.9% 25 52.1% 6 12.5%
Q34 9; 0 0.0% 2 6.3% 9 28.1% 16 50.0% 5 15.6% 4 8.3% 7 14.6% 15 31.3% 18 37.5% 4 8.3%
Q33 #26 1 3.1% 2 6.3% 8 25.0% 15 46.9% 6 18.8% 5 10.4% 8 16.7% 14 29.2% 16 33.3% 5 10.4%
Q40 +	 1 3.1% 9 28.1% 13 40.6% 8 25.0% 1 3.1% 9 18.8% 15 31.3% 18 37.5% 4 8.3% 2 4.2%
Q48 
$ 0 0.0% 4 12.5% 11 34.4% 16 50.0% 1 3.1% 4 8.3% 8 16.7% 22 45.8% 12 25.0% 2 4.2%
Q49 )
 0 0.0% 0 0.0% 3 9.4% 16 50.0% 13 40.6% 0 0.0% 1 2.1% 6 12.5% 32 66.7% 9 18.8%
Q25 !:& 0 0.0% 0 0.0% 14 43.8% 17 53.1% 1 3.1% 1 2.1% 9 18.8% 16 33.3% 20 41.7% 2 4.2%
[2] [3] [4] [5]
/)0 /)0

















R R2  
 R2  	
.613a 0.38 0.33 0.60
t 
B )
0.62 0.50 1.23 0.22
0.33 0.13 0.31 2.63 0.01*
() -0.08 0.12 -0.07 -0.68 0.50
0.04 0.10 0.04 0.34 0.73
EE 0.04 0.13 0.04 0.30 0.76
0.50 0.13 0.42 3.88 0.00*
0.01 0.10 0.01 0.06 0.95
 86 
第２因子である「適正処遇」を従属変数とした重回帰分析の結果を表 39 に示す。モ












R R2  
 R2  	
.666a 0.44 0.40 0.54
t 
B )
0.16 0.45 0.35 0.73
0.26 0.10 0.28 2.63 0.01*
() 0.16 0.10 0.16 1.62 0.11
0.09 0.09 0.10 0.97 0.34
EE 0.24 0.11 0.24 2.22 0.03*
-0.09 0.13 -0.08 -0.67 0.51
0.22 0.09 0.26 2.52 0.01*
 87 
第３因子である「組織サポート」を従属変数とした重回帰分析の結果を表 40 に示す。
モデルの調整済み R2 乗値は.19 と問題ない値であったが、「組織サポート」に有意な
影響を与える、有意確率が５％水準を満たす因子は確認できなかった。 
 






R R2  
 R2  	
.497a 0.25 0.19 0.61
t 
B
0.83 0.51 1.63 0.11
-0.08 0.12 -0.09 -0.68 0.50
0.21 0.13 0.22 1.62 0.11
0.14 0.11 0.15 1.32 0.19
EE 0.05 0.13 0.06 0.42 0.67
0.15 0.14 0.13 1.02 0.31
( ) 0.17 0.10 0.20 1.68 0.10
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第４因子である「働きやすさ」を従属変数とした重回帰分析の結果を表 41 に示す。
モデルの調整済み R2 乗値は.15 と問題ない値であったが、「組織サポート」に有意な
影響を与える、有意確率が５％水準を満たす因子は確認できなかった。 
 






R R2  
 R2  	
.467a 0.22 0.15 0.67
) t 
B
0.81 0.56 1.45 0.15
0.05 0.13 0.05 0.34 0.73
0.14 0.15 0.13 0.97 0.34
0.17 0.13 0.16 1.32 0.19
EE 0.07 0.14 0.07 0.50 0.62
0.26 0.16 0.22 1.64 0.11















R R2  
 R2  	
.631a 0.40 0.35 0.56
t 
B )
0.72 0.47 1.54 0.13
0.03 0.11 0.04 0.30 0.76
0.27 0.12 0.26 2.22 0.03*
() 0.05 0.11 0.04 0.42 0.67
0.05 0.10 0.05 0.50 0.62
0.34 0.13 0.30 2.65 0.01*
0.17 0.09 0.20 1.83 0.07
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第６因子である「目標設定」を従属変数とした重回帰分析の結果を表 43 に示す。モ











R R2  
 R2  	
.636a 0.40 0.36 0.49
t 
B )
1.21 0.39 3.07 0.00
0.34 0.09 0.40 3.88 0.00*
-0.07 0.11 -0.08 -0.67 0.51
() 0.10 0.09 0.11 1.02 0.31
0.14 0.08 0.16 1.64 0.11
EE 0.26 0.10 0.29 2.65 0.01*
-0.05 0.08 -0.06 -0.58 0.57
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第７因子である「成長機会提供」を従属変数とした重回帰分析の結果を表 44 に示す。











R R2  
 R2  	
.561a 0.31 0.26 0.69
t 
B )
0.55 0.58 0.96 0.34
0.01 0.13 0.01 0.06 0.95
0.36 0.14 0.31 2.52 0.01*
() 0.22 0.13 0.18 1.68 0.10
0.04 0.12 0.04 0.34 0.74
EE 0.26 0.14 0.22 1.83 0.07









































Q53 J 3.97 0.82




Q32 J 3.83 1.00
Q33 O 3.82 1.09
Q17 3.80 0.92



















Q22 T OO 3.35 0.89
Q18 J 3.34 1.00
Q5 3.32 1.06













Q7 T 2.95 1.07
Q40 2.95 1.16
Q45 2.92 1.06





表 19 の質問項目（Q1〜53）を用い、国内ワイン専門商社における EE 実現のための要
因抽出を目的とした主因子法による因子分析を行い、プロマックス回転後の７因子を

















































 X EE ?IG)l cUz3 
Q33 Qt$y 0.944 0.032 0.056 -0.079 -0.008 -0.053 -0.006
Q35 J-$y 0.892 0.137 0.042 -0.043 -0.053 -0.012 -0.104
Q32 hC} 0.778 -0.002 0.028 0.160 -0.011 0.003 -0.138
Q38 f,IG 0.761 0.015 -0.031 -0.080 0.268 -0.023 -0.049
Q39 u%IG 0.752 -0.053 -0.007 -0.079 0.311 -0.029 0.052
Q36 <xwN 0.671 -0.169 0.136 0.189 0.037 -0.020 0.105
Q34 ~DH 0.662 0.036 0.067 0.032 0.029 0.003 -0.029
Q37 jT 0.631 0.007 -0.106 0.255 -0.134 0.128 0.015
Q17 ?V 0.497 0.067 -0.069 0.278 -0.073 0.161 0.096
Q41 ;/ 0.012 0.918 0.024 0.108 -0.204 0.051 -0.089
Q42 ;/ 0.041 0.896 -0.060 0.086 -0.218 -0.013 -0.002
Q45 ' -0.102 0.850 -0.034 -0.104 0.112 -0.060 0.048
Q44 ' -0.099 0.728 -0.153 0.069 0.297 -0.006 0.084
Q47 A' 0.025 0.695 0.042 -0.138 0.215 0.008 0.022
Q43 BK 0.068 0.637 0.131 0.128 0.076 -0.201 0.007
Q48 ;/R 0.097 0.635 -0.133 -0.240 0.225 0.156 0.147
Q46 A' 0.140 0.620 -0.399 0.067 0.321 -0.103 0.103
Q7 S0o8 0.305 0.408 0.266 -0.256 0.124 -0.031 0.037
Q15 mx+ 0.034 0.017 0.888 0.003 -0.151 0.036 0.101
Q13 \m 0.021 -0.392 0.860 -0.165 0.233 0.143 0.070
Q16 mZ -0.103 0.234 0.766 0.007 -0.255 -0.076 0.301
Q14 mNe 0.103 -0.163 0.756 0.025 0.250 -0.059 -0.035
Q12 {k8 0.062 0.286 0.484 0.089 -0.033 0.104 -0.223
Q11 {6 0.153 0.221 0.454 0.053 -0.013 0.188 -0.265
Q25 MV -0.015 0.136 0.360 0.115 0.287 0.058 -0.049
Q50 D= -0.057 0.138 -0.072 0.865 0.106 -0.046 0.051
Q49 ]9= 0.089 -0.009 -0.008 0.668 0.107 -0.248 0.090
Q53 f|: 0.096 -0.066 0.077 0.642 0.059 -0.038 0.128
Q2 _L 0.128 -0.106 -0.143 0.599 0.085 0.081 0.124
Q3 7!E@ 0.149 -0.040 0.018 0.525 -0.094 0.286 -0.127
Q28 #[rY 0.185 0.026 0.033 0.396 -0.100 0.088 0.279
Q20 ip> 0.212 0.038 -0.027 -0.020 0.613 -0.004 0.064
Q23 a%q -0.102 0.116 -0.052 0.100 0.583 0.264 0.090
Q52 Db4 -0.096 -0.006 0.273 0.439 0.552 -0.144 -0.059
Q19 <WF 0.327 -0.161 0.035 -0.006 0.549 -0.211 0.164
Q5 4V 0.015 0.155 -0.056 0.067 0.545 0.116 -0.126
Q51 ]9b4 -0.259 0.132 0.152 0.459 0.536 -0.142 -0.108
Q29 51P" 0.148 -0.079 -0.175 0.216 0.529 0.207 -0.058
Q21 d/2 0.003 0.157 0.178 -0.070 0.518 -0.041 0.034
Q24 q -0.130 0.277 0.170 -0.020 0.465 0.279 -0.012
Q9 O+s 0.025 -0.052 0.025 -0.053 0.094 0.850 -0.025
Q10 cUk8 -0.058 0.048 0.159 -0.113 0.040 0.764 0.150
Q8 cU+s 0.043 -0.056 0.015 -0.011 -0.046 0.736 0.149
Q31 g(Z -0.032 0.124 0.350 0.077 -0.087 -0.098 0.654
Q27 S& -0.112 0.063 -0.010 0.119 0.020 0.193 0.651
Q30 ^.v 0.028 0.119 0.031 0.002 0.135 0.074 0.638
Q26 `C} -0.058 -0.278 -0.147 0.378 0.048 0.082 0.482
Q40 ,e 0.006 0.191 0.202 0.17 -0.004 0.065 0.369
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前述した因子分析によって得られた、EE 実現のための前提条件と支援体制に係る因
子間相関を表 47 に示す。７つの下位尺度は互いに優位な正の相関を示した。 
 





  EE 	  
  .507** .460** .581** .607** .491** .369**

  .543** .402** .673** .429** .466**
  .373** .490** .438** .392**
EE  .596** .393** .567**
















表 48 属性別分析（非管理職）における各質問項目の差の検定 
 
（出所：アンケート調査結果に基づき筆者作成）                
  
Q45 2.56 3.20 -0.64 -2.923 0.004*
Q41 2.44 3.16 -0.72 -2.843 0.006*
Q6 3.00 3.57 -0.57 -2.632 0.010*
Q27 3.33 3.86 -0.53 -2.490 0.015*
Q43 2.56 3.14 -0.53 -2.457 0.016*
Q50 3.77 4.12 -0.58 -2.408 0.018*
Q7 2.67 3.18 -0.35 -2.304 0.024*
Q47 2.82 3.27 -0.51 -2.081 0.040*
Q29 P 3.64 4.04 -0.45 -2.070 0.042*
Q42 2.87 3.37 -0.4 -2.026 0.046*
Q23 2.97 3.39 -0.5 -1.990 0.050*
Q17 t 3.59 3.96 -0.42 -1.890 0.062
Q30 3.46 3.80 -0.37 -1.783 0.078
Q34 3.41 3.80 -0.34 -1.706 0.092
Q28 3.49 3.82 -0.39 -1.679 0.098
Q12 3.00 3.35 -0.33 -1.665 0.100
Q20 3.18 3.51 -0.35 -1.662 0.100
Q14 - 2.92 3.27 -0.33 -1.650 0.103
Q11 3.21 3.51 -0.35 -1.615 0.110
Q18 3.15 3.49 -0.3 -1.572 0.120
Q33 3.62 3.98 -0.34 -1.572 0.120
Q2 . 3.77 4.04 -0.36 -1.530 0.130
Q5 t 3.13 3.47 -0.27 -1.516 0.133
Q49 4.03 4.22 -0.34 -1.485 0.141
Q35 3.59 3.92 -0.19 -1.441 0.153
Q44 3.15 3.45 -0.33 -1.350 0.180
Q51 3.59 3.82 -0.3 -1.299 0.197
Q19 b 3.51 3.78 -0.23 -1.255 0.214
Q21 3.03 3.27 -0.27 -1.251 0.214
Q52 3.54 3.76 -0.24 -1.243 0.217
Q53 3.85 4.06 -0.22 -1.222 0.225
Q40 2.79 3.08 -0.21 -1.150 0.253
Q1 3.62 3.82 -0.29 -1.135 0.260
Q46 3.51 3.73 -0.2 -1.077 0.285
Q16 - 2.59 2.84 -0.22 -1.067 0.289
Q39 3.56 3.80 -0.25 -0.975 0.332
Q24 2.92 3.12 -0.24 -0.929 0.356
Q15 - 3.00 3.18 -0.2 -0.859 0.393
Q38 3.79 3.96 -0.18 -0.716 0.476
Q48 3.23 3.37 -0.17 -0.694 0.489
Q36 3.62 3.76 -0.14 -0.666 0.507
Q22 3.28 3.41 -0.14 -0.662 0.510
Q4 t 3.56 3.45 -0.13 0.544 0.588
Q13 - 2.97 3.08 0.11 -0.498 0.620
Q31 3.23 3.31 -0.11 -0.348 0.728
Q26 4.00 3.94 -0.08 0.291 0.772
Q9 3.62 3.65 0.06 -0.213 0.832
Q3 a 3.74 3.78 -0.03 -0.160 0.873
Q32 3.85 3.82 -0.04 0.139 0.890
Q25 t 3.38 3.41 0.03 -0.122 0.903
Q37 4.00 4.02 -0.03 -0.111 0.912
Q8 3.85 3.84 -0.02 0.062 0.951
Q10 3.51 3.51 0.01 0.012 0.990
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t 検定において、有意差が認められた 11 項目における、チーフクラス・一般社員別の

















































合わせた割合がチーフクラスよりも 34.0 ポイント多かった。 
  
 102 




                   
Q45 +'
 5 12.8% 16 41.0% 9 23.1% 9 23.1% 0 0.0% 4 8.2% 6 12.2% 19 38.8% 16 32.7% 4 8.2%
Q41  9 23.1% 13 33.3% 9 23.1% 7 17.9% 1 2.6% 6 12.2% 11 22.4% 6 12.2% 21 42.9% 5 10.2%
Q6 "$ 1 2.6% 13 33.3% 12 30.8% 11 28.2% 2 5.1% 3 6.1% 5 10.2% 8 16.3% 27 55.1% 6 12.2%
Q27 "	 2 5.1% 7 17.9% 10 25.6% 16 41.0% 4 10.3% 1 2.0% 3 6.1% 9 18.4% 25 51.0% 11 22.4%
Q43 -  5 12.8% 18 46.2% 6 15.4% 9 23.1% 1 2.6% 4 8.2% 11 22.4% 12 24.5% 18 36.7% 4 8.2%
Q50 , 0 0.0% 2 5.1% 10 25.6% 22 56.4% 5 12.8% 0 0.0% 0 0.0% 7 14.3% 29 59.2% 13 26.5%
Q7 "$ 4 10.3% 14 35.9% 12 30.8% 9 23.1% 0 0.0% 4 8.2% 9 18.4% 15 30.6% 16 32.7% 5 10.2%
Q47 '
 4 10.3% 10 25.6% 15 38.5% 9 23.1% 1 2.6% 2 4.1% 9 18.4% 16 32.7% 18 36.7% 4 8.2%
Q29 ! 3 7.7% 1 2.6% 8 20.5% 22 56.4% 5 12.8% 1 2.0% 0 0.0% 6 12.2% 31 63.3% 11 22.4%
Q42 () 6 15.4% 9 23.1% 9 23.1% 14 35.9% 1 2.6% 4 8.2% 8 16.3% 8 16.3% 24 49.0% 5 10.2%
Q23 #%* 5 12.8% 5 12.8% 17 43.6% 10 25.6% 2 5.1% 1 2.0% 6 12.2% 19 38.8% 19 38.8% 4 8.2%
[2] [3] [4] [5]
 &






デルの調整済み R2 乗値は.47 と問題ない値であった。「上司支援」に有意な影響を与
えている因子は「EE」であり、標準化係数が.35、有意確率は１％水準であった。 
 






R R2  
 R2  	
.711a 0.51 0.47 0.61
t 
B )
-0.14 0.47 -0.30 0.76
( 0.13 0.11 0.13 1.11 0.27
0.13 0.11 0.12 1.19 0.24
EE 0.48 0.15 0.35 3.28  0.00*
0.29 0.15 0.24 1.90 0.06
0.21 0.11 0.18 1.93 0.06
-0.14 0.11 -0.13 -1.23 0.22
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第２因子である「組織サポート」を従属変数とした重回帰分析の結果を表 51 に示す。
モデルの調整済み R2 乗値は.50 と問題ない値であった。「組織サポート」に有意な影
響を与えている因子は「適正処遇」、「成長支援への取り組み」の２つであった。   
「適正処遇」は、標準化係数が.24、有意確率は５％水準であった。「成長支援への   
取り組み」は、標準化係数が.47、有意確率は 0.1％水準であった。 
 






R R2  
 R2  	
.730a 0.53 0.50 0.60
t 
B ) (
-0.17 0.45 -0.38 0.71
0.12 0.11 0.12 1.11 0.27
0.26 0.10 0.24 2.55 0.01*
EE -0.18 0.15 -0.13 -1.18 0.24
0.59 0.14 0.47 4.22 0.00*
0.04 0.11 0.03 0.36 0.72
0.16 0.11 0.14 1.43 0.16
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第３因子である「適正処遇」を従属変数とした重回帰分析の結果を表 52 に示す。モ










R R2  
 R2  	
.614a 0.38 0.33 0.62
t 
B )
0.56 0.47 1.20 0.23
0.13 0.11 0.15 1.19 0.24
( 0.28 0.11 0.32 2.55 0.01*
EE 0.02 0.16 0.01 0.11 0.92
0.06 0.16 0.05 0.35 0.73
0.17 0.11 0.17 1.55 0.13
0.10 0.12 0.10 0.83 0.41
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第４因子である「EE」を従属変数とした重回帰分析の結果を表 53 に示す。モデルの












R R2  
 R2  	
.719a 0.52 0.48 0.44
t 
B )
1.35 0.30 4.48 0.00
0.25 0.08 0.34 3.28 0.00*
( -0.10 0.08 -0.13 -1.18 0.24
0.01 0.08 0.01 0.11 0.92
0.26 0.11 0.29 2.39 0.02*
0.01 0.08 0.01 0.07 0.95
0.28 0.08 0.34 3.67 0.00*
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第５因子である「成長支援への取り組み」を従属変数とした重回帰分析の結果を表 54











R R2  
 R2  	
.788a 0.62 0.59 0.43
t 
B )
0.20 0.33 0.60 0.55
0.15 0.08 0.18 1.90 0.06
() 0.31 0.07 0.38 4.22 0.00*
0.03 0.08 0.03 0.35 0.73
EE 0.25 0.11 0.23 2.39 0.02*
0.09 0.08 0.10 1.14 0.26
0.10 0.08 0.11 1.21 0.23
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第６因子である「目標設定」を従属変数とした重回帰分析の結果を表 55 に示す。モ
デルの調整済み R2 乗値は.29 と問題ない値であったが、「目標設定」に有意な影響を
与える、有意確率が５％水準を満たす因子は確認できなかった。 
 






R R2  
 R2  	
.584a 0.34 0.29 0.62
t 
B )
1.17 0.46 2.57 0.01
0.21 0.11 0.24 1.93 0.06
( 0.04 0.12 0.05 0.36 0.72
0.17 0.11 0.17 1.55 0.13
EE 0.01 0.16 0.01 0.07 0.95
0.18 0.16 0.17 1.14 0.26
0.10 0.12 0.11 0.90 0.37
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第７因子である「働きやすさ」を従属変数とした重回帰分析の結果を表 56 に示す。
モデルの調整済み R2 乗値は.38 と問題ない値であった。「働きやすさ」に有意な影響
を与えている因子は「EE」であり、標準化係数が.41、有意確率は 0.1％水準であった。 
 






R R2  
 R2  	
.647a 0.42 0.38 0.59
t 
B )
0.27 0.45 0.60 0.55
-0.13 0.11 -0.15 -1.23 0.22
() 0.16 0.11 0.18 1.43 0.16
0.09 0.11 0.09 0.83 0.41
EE 0.51 0.14 0.41 3.67 0.00*
0.18 0.15 0.17 1.21 0.23















図 3 E 社における EE 実現のための前提条件およびサポート体制に関するパス図 
 













図 4 E 社管理職における EE 実現のための前提条件およびサポート体制に関するパス図 
 














図 5 E 社非管理職における EE 実現のための前提条件およびサポート体制に関するパス図 
 































                                         
































































































































れぞれ、EE に直接影響のある因子およびそれを構成する要素に相違があった。表 57 に
詳細を示す。 
 


































































実施したため、EE 実現の具体的な指標としての EE スコアの算出や、前提条件の整備
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